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 別記様式第１号（第３条関係）               《記 載 例》 
 

 

     解体工事業登録申請書  

 

 

登録の種類  新規 ・ 更新 

※登 録 番 号           

 

北海道知事 （登－ ）   第        号 

 
※登録年月日  

 

平成     年      月     日 

 
         この申請書により、解体工事業の登録の申請をします。  

                                         平成 ２７ 年 ５ 月 ３１ 日 

 

                    北海解体工事株式会社 

                                申請者    北 海  太 郎   

   北海道知事 様 

 

フリガナ  

商号、名称又は氏名  

 ホッカイカイタイコウジカブシキガイシャ 
 北海解体工事株式会社  

住    所  

 郵便番号（０６０－００００） 

札幌市中央区北３条西６丁目 

            電話番号（０１１）２３１－４１１１ 

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

ホッカイ タロウ 

北 海  太 郎  

 法人である場合の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、 

相談役、顧問及び総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の

５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。）を含む。）の氏名及び役名等。 

フリガナ 

氏    名  

役名等(常勤・非常

勤) 

フリガナ  

氏    名 
役名等(常勤・非常勤) 

ホッカイ タロウ 

北海  太郎 

 

 ホッカイ ジロウ 

 北海  二郎 

 

 

 代表取締役社長 

     （常勤） 

  

 専務取締役（常勤） 

 ﾎｯｶｲ ﾘｮｳｲﾁ 

 北海 亮一 

 

 ﾎｯｶｲ ｶｽﾞｵ 

 北海 和夫 

 

 取締役（常勤） 

 

 

 取締役（非常勤） 

  申請時において既に受けている登

録 

 

 北海道知事 （登－  ）  第      号 （平成 年 月 日登録） 

 

表 

 

面 

 

 

収入証紙はり付け欄 

（消印してはならない。） 



別記様式第１号                       《記 載 例》 
 
 

法第 31 条に規定する者（技術管理者）の氏名  
 ﾎｯｶｲ ﾀｶｼ 

 北海 孝  

 

営 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地 

フリガナ  

名     称  

所   在   地 
郵便番号（     －      ）   

電話番号（     ）     －     

 ホンシャ 

 本社 

 

 
 トウキョウシテン 

東京支店 

 

 郵便番号（０６０－００００） 

 札幌市中央区北３条西６丁目 
電話番号（０１１）２３１－４１１１ 

 
 郵便番号（１６０－００６１） 

 東京都杉並区下井草１－１ 
電話番号（０３）３３９１－００００ 

 未成年者で  

 ある場合の  

 法定代理人  

法定代

理人が

個人で

ある  

場合  

フリガナ 

氏 名 

 

住 所 

郵便番号（   －    ） 

  

       電話番号（    ）   －     

 

法定代

理人が

法人で

ある  

場合  

フリガナ 

商号又は名称 

 

住 所 

郵便番号（   －    ） 

  

       電話番号（    ）   －     

 フリガナ 

役員の氏名 

役名等（常勤・非常勤） 

  

他 の 都 道 府 県 知 事 の 登 録 状 況 

 登録番号  

東京都知事（登－２６） 第 １５ 号 

 神奈川県知事（登－２６） 第 １２ 号 

 埼玉県、千葉県  

 

 

 

 

 

 
   備  考 

 １ ※印のある欄には、記入しないこと。 

     ２ 「新規・更新」については、不要のものを消すこと。 

      ３ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に

相当する出資をしている者については、「役名等」の欄には「株主等」と記載するこ

ととする。 

４ 「営業所の名称及び所在地」の欄には、登録を受けようとする都道府県の営業所だ  

けでなくすべての営業所について記載すること。 

裏 

 

面 

 



〇様式第１号記載要領 

１ 解体工事業の登録を受けるには、この解体工事業登録申請書（様式第１号）のほか、誓約書 

（様式第２号）等の添付書類を添えて都道府県知事に提出しなければなりません。 

２  ※のある欄は、記入しないでください。 

３ 証紙はり付け欄には、次の区分に従って証紙をはってください。 

   (1)新規の登録のとき     ３２，０００円 

   (2)登録の更新のとき     ２５，０００円 

４ 「新規・更新」については、不要のものを消してください。     

５  日付については、元号により記載してださい。 

６ 「申請者」の欄には、申請者が法人である場合は商号又は名称及び代表者氏名を記載し、申請    

者が個人である場合は商号又は名称及び氏名を記載してください。 

７ 「商号、名称又は氏名」の欄には、申請者が法人の場合は商号又は名称を、申請者が個人の 

場合は商号、名称又は氏名を記載してください。 

８ 「法人である場合の役員」とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ず 

 る者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し 

業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有する 

ものと認められる者、総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 

分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。）を含みます。 

申請者が 個人の場合は記載の必要がありません。 

９ 「営業所の名称及び所在地」欄には、登録を受けようとする都道府県の営業所だけでなくす 

べての営業所について記載してください。 

     なお、解体工事業の営業を行っていない営業所については、記載不要です。 

１０ 「他の都道府県知事の登録状況」の欄には、他の都道府県において既に受けている登録だけ 

ではなく、登録申請しようとしている都道府県についても記載してください。 

 



別記様式第２号（第４条関係）                                   《記 載 例》 

 

 

 

誓  約  書 

 

 

登録申請者、その役員、法定代理人及び法定代理人の役員は、建設工事に係る資材の再資源化等に 

関する法律第２４条第１項各号に該当しない者であること誓約します。 

 

 

 

                                        平成 ２７ 年 ５ 月 ３１ 日 

 

 

 

                                   北海解体工事株式会社 

                                                    申請者     北 海  太 郎     

 

 

     北海道知事  様 

 

 

 



〇様式第２号記載要領 

１ 申請者、申請者が法人である場合のその役員及び申請者が成年と同一の能力を有しない未成年者の場合のその法定代理人が次の①～⑨に掲げ

る者に該当するときは、登録は受けられず、また、登録を受けた後においても、その登録を取り消されることになります。誓約書は、これらす

べての者が個々に提出すべきですが、ここでは申請者が法人であるときはその代表者が、個人であるときにはその者が、代表してその旨を誓約

すればよいこととされています。 

①不正の手段により解体工事業者の登録を受けたとき        

   ②登録を取り消された解体工事業者（法人）の役員（処分のあった日前３０日以内）であった者で、その処分の日から２年を経過していないもの 

   ③建設リサイクル法に違反して罰金以上の刑に処せられ､その執行の終わった日（又は執行を受けることが無くなった日）から２年を経過しない者 

   ④解体工事業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年でその法定代理人が、解体工事業の登録を取り消され、その処分のあった日から２年 

を経過しない者、若しくは事業の停止を命じられ、その停止の期間が経過しない者、又は②～③のいずれかに該当するもの 

⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員で 

なくなった日から５年を経過しない者（⑨において「暴力団員等」という。） 

   ⑥法人でその役員のうちに、解体工事業の登録を取り消され、その処分のあった日から２年を経過しない者、若しくは事業の停止を命じられ、 

の停止の期間が経過しない者、又は②～③のいずれかに該当する者があるもの     

   ⑦技術管理者を選任していない者                                     

   ⑧変更の届出をしない、または虚偽の変更の届出をしたとき              

⑨暴力団員等がその事業活動を支配する者 

２ 「申請者」の欄には、申請者が法人である場合は商号又は名称及び代表者氏名を記載し、申請者が個人である場合は商号又は名称及び氏名を記 

載してください。 

３ 「法定代理人」とは、未成年者が法律行為を行う場合に、同意を得ることが必要とされる法律上の代理権を有する者をいい、未成年者が解体工 

事業を営む場合には、法定代理人を選任しなければなりません。 

４ 日付については、元号により記載してださい。 

  



別記様式第３号（第４条関係）                                   《記 載 例》 

                                実 務 経 験 証 明 書 

       下記の者は、解体工事に関し、下記のとおり実務経験を有することに相違ないことを証明します。 

                                                                        平成 ２７ 年 ５ 月 ３１ 日 

 

                                                                    証明者  北海解体工事株式会社 

                                                  北 海  太 郎   

技術管理者の氏名  

 

 北海 孝 生年月日  

 

昭和 48 年 7 月 16 日  
使用され 

た 期 間        

平成  ９年２月から  

平成２０年３月まで  
使 用 者 の 商                  

号 又 は 名 称                  

 

 北海解体工事株式会社 

職     名  実 務 経 験 の 内 容  実 務 経 験 年 数                        

 工事主任  木造構造物 小川邸解体（手こわし） 18 年 4 月から 20 年 3 月まで 

 工事主任  鉄筋コンクリート構造物 ＊＊ﾏﾝｼｮﾝ解体（圧砕工法） 20 年 4 月から 21 年 3 月まで 

 工事係長  鉄筋コンクリート構造物 ＊＊ﾏﾝｼｮﾝ解体（ブレーカ工法） 21 年 4 月から 23 年 3 月まで 

 工事係長  鉄筋コンクリート構造物 ＊＊ﾏﾝｼｮﾝ解体（ブレーカ工法） 23 年 4 月から 25 年 3 月まで 

 工事係長  鉄筋コンクリート構造物 ＊＊ﾏﾝｼｮﾝ解体（圧砕工法）  25 年 4 月から 26 年 8 月まで 

  年  月から  年  月まで  

    年  月から  年  月まで  

    年  月から  年  月まで  

    年  月から  年  月まで  

    年  月から  年  月まで  

  使用者の証明を  

  得ることができ  

  ない場合  

 その理由  

 

 
合計 満  ８  年 ５  月  

証明者と被証  

明者との関係  

 

 社員 

記載要領  1 この証明書は、被証明者１人について、証明者別に作成すること。 

2 「実務経験の内容」の欄には、従事した主な工事名、解体した建築物等の構造等を具体的に記載すること。 

 



〇様式第３号記載要領 

１ 証明者は事業者（証明者が現在の会社でない場合は以前の使用者）とし、倒産や解散等により事業者の証明を得られない場合は、次の順によ 

り証明を得てください。  

① 以前勤務していた会社の代表者、②以前勤務していた会社の常勤役員、③以前勤務していた会社の部長、課長又は同僚 

２ 「実務経験の内容」の欄には、「実務経験年数」の欄に記載された期間内に従事した主な工事名等を具体的に記載してください。 

３  「実務経験年数」の欄には、省令第７条で定められている必要経験年数を満たす年数分を記載してください。 

   例えば、８年の実務経験が必要な方は、記載例のようになります。また、１年の実務経験の必要な方は、「使用された期間」の直近の１年分、 

２年の必要な方は直近２年分の実務経験を記載例を参考にして記載してください。 

４ 「証明者と被証明者との関係」の欄には、証明者の立場からみた被証明者との関係を記入してください。 

   （例）社員、役員、従業員 

５ 「使用者の証明を得ることができない場合」の欄には、「平成○年○月会社解散のため」等と具体的に記載してください。 

６ 「実務の経験」とは、解体工事に関する技術上の経験のことを言います。つまり、解体工事の施工を指揮、監督した経験、実際に解体工事の施 

工に携わった経験のことです。また、解体工事に関する技術を習得するための見習いにおける技術的経験も含みます。ただし、解体工事現場の単 

なる雑務や事務の仕事に関する経験は、実務の経験とはなりません。 

・実務経験の必要年数について 

  技 術 者 の 修 め た 学 科 等  解体工事に関する実務経験 
１）大学で        土木工学科等を修めて卒業 
２）高等専門学校で  土木工学科等を修めて卒業 
３）高等学校で    土木工学科等を修めて卒業 
４）中等教育学校で  土木工学科等を修めて卒業 
５）上記（１）から（４）以外の場合 
６）大学で  土木工学科等を修めて卒業し 
  国土交通大臣が実施又は指定する講習を受講 
７）高等専門学校で  土木工学科等を修めて卒業し 
  国土交通大臣が実施又は指定する講習を受講 
８）高等学校で  土木工学科等を修めて卒業し 
  国土交通大臣が実施又は指定する講習を受講 
９）中等教育学校で  土木工学科等を修めて卒業し 
  国土交通大臣が実施又は指定する講習を受講 

１０）上記（６）から（９）以外の場合 
  国土交通大臣が実施又は指定する講習を受講 

  ２年以上の実務経験 
  ２年以上の実務経験 
  ４年以上の実務経験 
  ４年以上の実務経験 
  ８年以上の実務経験 
  １年以上の実務経験 

 
  １年以上の実務経験 

 
  ３年以上の実務経験 

 
  ３年以上の実務経験 

 
  ７年以上の実務経験 

 

 



別記様式第４号（第４条関係）                      《申請者が法人の場合で本人の記載例》 

法 人 の 役 員 

登録申請者   本      人   の調書 

        法 定 代 理 人 

        法定代理人の役員 

   

現  住  所  

 郵便番号（０６０－００００）  

 札幌市中央区北５条西１１丁目 ○○マンション   電話番号（０１１）２３１－００００  

フリガナ  

商号、名称又は  

氏名  

 

 ﾎｯｶｲｶｲﾀｲｺｳｼﾞｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

 北海解体工事株式会社  
生年月日       年  月  日生  

賞  

罰  

年 月 日  賞 罰 の 内 容  

 
 なし 

  

 上記のとおり相違ありません。  

    平成  ２７  年  ５  月  ３１  日  

               北海解体工事株式会社 

氏名  北 海  太 郎     

備 考 

法 人 の 役 員    

１  本      人   については、不要のものを消すこと。 

      法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員                                                                      

   ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者に 

     ついては、「賞罰」の欄への記載を要さない。 

   ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。 



別記様式第４号（第４条関係）                   《申請者が法人の場合で法人の役員の記載例》 

法 人 の 役 員 

登録申請者   本      人   の調書 

        法 定 代 理 人 

        法定代理人の役員 

   

現  住  所  

 郵便番号（０６０－００００）  

 札幌市中央区南５条西１１丁目 ○○マンション   電話番号（０１１）２３１－００００  

フリガナ  

商号、名称又は  

氏名  

 

 ホッカイ ジロウ 

  北海  二郎  
生年月日  昭和  ３２  年  ５  月  ２４  日生  

賞  

罰  

年 月 日  賞 罰 の 内 容  

 
 なし 

  

 上記のとおり相違ありません。  

    平成  ２７  年  ５  月  ３１  日  

                

氏名  北 海  二 郎     

備 考 

法 人 の 役 員    

１  本      人   については、不要のものを消すこと。 

      法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員                                                                      

   ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者に 

     ついては、「賞罰」の欄への記載を要さない。 

   ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。 



別記様式第４号（第４条関係）                      《申請者が個人の場合で本人の記載例》 

法 人 の 役 員 

登録申請者   本      人   の調書 

        法 定 代 理 人 

        法定代理人の役員 

   

現  住  所  

 郵便番号（０６０－００００）  

 札幌市中央区南５条西１１丁目           電話番号（０１１）２３１－００００  

フリガナ  

商号、名称又は  

氏名  

 

 ケンセツ イチロウ 

  建設  一郎  
生年月日  昭和  ３２  年  ５  月  ２４  日生  

賞  

罰  

年 月 日  賞 罰 の 内 容  

 
 なし 

  

 上記のとおり相違ありません。  

    平成  ２７  年  ５  月  ３１  日  

                

氏名  建 設  一 郎     

備 考 

法 人 の 役 員    

１  本      人   については、不要のものを消すこと。 

      法 定 代 理 人 

      法定代理人の役員                                                                      

   ２ 総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者に 

     ついては、「賞罰」の欄への記載を要さない。 

   ３ 「生年月日」の欄は、登録申請者が法人である場合は記載しないこと。 

   ４ 「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。 



〇様式第４号記載要領 

１ この略歴書は、申請者が法人である場合には、解体工事業登録申請書（様式第１号）の「役員の氏名及び役名」欄に記載した役員全員につい

て作成してください。申請者が個人である場合には、申請者本人又は法定代理人について作成してください。 

法 人 の 役 員    

２  本       人 については、不要のものを消してください。 

    法 定 代 理 人 

    法定代理人の役員 

３ 「賞罰」の欄には、解体工事業についての行政処分及び行政罰、その他の賞罰についても記載してください。該当がない場合は「なし」と記載 

してください。 

４ 日付については、元号により記載してださい。 

 

 

  



別記様式第５号（第５条関係）                                   《記 載 例》 

 

 
登録番号  北海道知事（登－2 7 ）石 第 １  号  

登 録 年 月 日                平成２７年  ５月３１日   

有効期間満了年月日  平成３２年 ５月３１日  

フリガナ  

商号、名称  

又は氏名  

ﾎｯｶｲｶｲﾀｲｺｳｼﾞｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

北海解体工事株式会社  
住所  

郵便番号（０６０－００００）  

 

札幌市中央区北３条西６丁目 
       電話番号（０１１）２３１－４１１１  

法人である場合の役員の氏名及び役名等  

フリガナ  

氏名  
役職等（常勤・非常勤）  

フリガナ  

氏名  
役職等（常勤・非常勤）  

ﾎｯｶｲ ﾀﾛｳ 

北海 太郎 

 

ﾎｯｶｲ ｼﾞﾛｳ 

北海 二郎 

 

 代表取締役社長（常勤） 

 

 

 専務取締役（常勤） 

 ﾎｯｶｲ ﾘｮｳｲﾁ 

 北海 亮一 

 

 ﾎｯｶｲ ｶｽﾞｵ 

 北海 和夫 

 

 取締役（常勤） 

 

 

 取締役（非常勤） 
未

成

年

者

で

あ

る

場

合

の

法

定

代

理

人 

法定代理人が個

人である場合 

フリガナ 

氏名 

 

住所 

郵便番号（   －   ）  

 

       電話番号（    ）    －  

法定代理人が法

人である場合 

フリガナ 

商号又は

名称 

 

住所 

郵便番号（   －   ）  

 

       電話番号（    ）    －  

フリガナ 

役員の氏名 
役名等（常勤・非常勤） 

フリガナ 

役員の氏名 
役名等（常勤・非常勤） 

    

   備考 

      総株主の議決権の 100 分の５以上を有する株主又は出資の総額の 100 分の５以上に相当する出資をしている者 

      については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとする。 

 

表 

 

面 

 

 



《記 載 例》 

 

 
法第３１条に規定する者（技術管理者）の氏名                                                     北海 孝 

 

営業所の名称及び所在地  

  
フリガナ  

名  称  

所   在   地  

郵便番号（    －     ）  

電話番号（    ）    －  

 
    ホンシャ 

   本社 

 

 
    トウキョウシテン 

東京支店 

 

 
  郵便番号（０６０－００００） 

   札幌市中央区北３条西６丁目 
電話番号（０１１）２３１－４１１１ 

 
  郵便番号（１６０－００６１） 

    東京都杉並区下井草１－１ 
電話番号（０３）３３９１－００００ 

  

 

裏 

 

面 

 

 



別記様式第６号（第６条関係）                 《記 載 例》 

 

 

解体工事業登録事項変更届出書 

この届出書により、次のとおり変更の届出をします。 

 

平成２７年 ８月 １日 

 

                         北海解体工事株式会社 

届出者  北 海  太 郎    

北海道知事  様 

 

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

 ﾎｯｶｲｶｲﾀｲｺｳｼﾞｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

 北海解体工事株式会社 

住所 

郵便番号（０６０－００００）  

 札幌市中央区北３条西６丁目 

       電話番号（０１１）２３１－４１１１  

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

 

 ホッカイ タロウ 

 北 海  太郎 

登録番号 北海道知事  （登－２ ７ ） 石  第 １ 号 

登録年月日 平成２７年 ５月３１日 

変更に係る事項 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

 

役員 

 

代表取締役社長 

北海 太郎（常勤） 

専務取締役 

北海 二郎（常勤） 

取締役 

北海 亮一（常勤） 

取締役 

北海 和夫（非常勤） 

 

代表取締役社長 

北海 太郎（常勤） 

専務取締役 

北海 芳子（常勤） 

取締役 

北海 亮一（常勤） 

取締役 

北海 和夫（非常勤） 

 

平成２７年 

７月２９日 

 



別記様式第６号（廃業の届出）                 《記 載 例》 

 

 

                      廃業 

解体工事業登録事項変更届出書 

                   廃業 
この届出書により、次のとおり変更の届出をします。 

 

平成２８年 ６月 １日 

 

                         北海解体工事株式会社 

届出者  北 海  太 郎    

北海道知事  様 

 

フリガナ 

商号、名称又は氏名 

 ﾎｯｶｲｶｲﾀｲｺｳｼﾞｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ 

 北海解体工事株式会社 

住所 

郵便番号（０６０－００００）  

 札幌市中央区北３条西６丁目 

       電話番号（０１１）２３１－４１１１  

法人である場合の 

フリガナ 

代表者の氏名 

 

 ホッカイ タロウ 

 北 海  太郎 

登録番号 北海道知事  （登－２ ７ ） 石  第 １ 号 

登録年月日 平成２７年 ５月３１日 

廃業の理由 

変更に係る事項 
変 更 前 変 更 後 

廃業年月日 

変更年月日 

 

合併 

   

平成２８年 

５月２５日 

 



〇様式第６号記載要領 

１ 日付については、元号により記載してださい。  

２ 「届出者」の欄には、申請者が法人である場合は商号又は名称及び代表者氏名を記載し、申請者 

が個人である場合は商号又は名称及び氏名を記載してください。 

３ 「登録番号」の欄には、北海道知事より受けている番号のみ記載してください。 

４ 「変更前」「変更後」の欄には、変更のあった事項について、それぞれ対応させて記載してくだ

さい。変更事項が役員に関する事項である場合は、変更のない役員も含め役員全員について記載し

てください。 

５ 廃業の届出の場合は、記載例の（廃業の届出）の例により記入してください。 

 

  



  ※建設業許可（土木、建築、とび・土工）を受けた場合の届出の例      《記 載 例》 

    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
                                                    平成 年 月 日 
                                                                    
   北海道知事   様                                               
 
                          住   所    札幌市中央区北３条西６丁目 
                          商号又は名称   北海解体工事株式会社       
                          代表者氏名        北 海  太 郎   
                                                                   

                          
                                                                    
                                                                    
               解体工事業の登録の抹消願                
                                                                    
北海道知事（登－２７）石 第  １ 号 の解体工事業の登録については、別添の許可
通知書（写し）のとおり建設業許可を取得を取得したので登録の抹消を願います。
       
                                                                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

〇「登録抹消願」の記載例 

  建設リサイクル法第２１条第１項に規定する許可（建設業の土木、建築、とび土工）を受けたとき 

は、この記載例を参考にして、すみやかに登録を受けている総合振興局等に届出てください。 

  

  



 別記第１号様式（事務取扱要綱）               《記 載 例》 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     ○○ 第       号 

                                                     平成 年 月 日 

北海解体工事株式会社   

  北 海  太 郎    様 

 

 

                                            北海道知事 ○○○○○  

 

 

 

                 解体工事業の登録について（通知） 

 

   平成２７年５月３１日付けで申請のあった解体工事業については、建設工事 

 に係る資材の再資源化等に関する法律第２１条第１項の規定により、下記のと 

 おり登録したので、通知します。 

 

                                記 

 

  登録番号         北海道知事  （登－２７） 石 第 １ 号 

 

  登録の有効期限  平成２７年６月１日から平成３２年５月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

  注）登録の更新申請を行う場合の書類提出期限；平成３２年５月１日 

      （この日が行政庁の休日に該当する場合は、直後の開庁日） 

 

 



 別記第２号様式（事務取扱要綱）               《記 載 例》 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                     ○○ 第       号 

                                                     ○○ 年 月 日 

北海解体工事株式会社                  

  北 海  太 郎    様                                       

                                       北海道知事 ○○○○○  

                                                                     

                                                                     

              解体工事業の登録の拒否について（通知）                   

                                                                     

  〇〇〇年〇〇月〇〇日付けで申請のあった解体工事業については、次の理由によ

り登録できないので、通知します。なお、この処分に不服のあるときは、この通知

書を受け取った日の翌日から起算して3ヶ月以内に知事に対して審査請求をするこ

とができます。 

  この処分について不服がある場合には、この処分があったことを知った日（前項

による審査請求をしたときは、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日）

の翌日から起算して 6 ヶ月以内に、北海道（訴訟において北海道を代表する者は、

北海道知事となります。）を被告として、札幌地方裁判所に処分の取消しの訴えを提

起することができます。ただし、処分又は裁決があったことを知った日の翌日から

起算して 6 ヶ月以内であっても、処分又は裁決の日の翌日から起算して 1 年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 

                                記                                   

    理 由 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第24条第1項第1号不適合・該当 

    

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

   

         （    振興局      建設指導課     ）  

 


